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険制度を構築すること
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【医療保険制度の体系】

65歳

75歳

後期高齢者医療制度 ・75歳以上
・約1,500万人
・保険者数：47（広域連合）

健康保険組合

・大企業のサラリーマン
・約3,000万人
・保険者数：約1,400

協会けんぽ（旧政管健保）

・中小企業のサラリーマン
・約3,500万人
・保険者数：１

前期高齢者財政調整制度（約1,400万人） 約６兆円（再掲）

退職者医療（経
過措置）

国民健康保険
（市町村国保＋国保組合）

・自営業者、年金生活者、
非正規雇用者等

・約3,800万人
・保険者数：約1,900

・公務員
・約900万人
・保険者数：85

・サラリーマンＯＢ

・約200万人

共済組合

※１ 加入者数・保険者数は、平成２４年３月末の数値（速報値）
※２ 金額は平成25年度予算ベースの給付費

約１4兆円

約１０兆円 約５兆円 健保組合・共済等 約５兆円
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各保険者の比較

(※1) 市町村国保の加入者数、加入者平均年齢、協会けんぽ、組合健保及び後期高齢者医療制度については速報値である。
(※2) 一定の障害の状態にある旨の広域連合の認定を受けた者の割合である。
(※3) 市町村国保及び後期高齢者医療制度においては、「総所得金額（収入総額から必要経費、給与所得控除、公的年金等控除を差し引いたもの）及び山林所得金額」に「雑損失の繰越控除額」と「分離譲渡所得金額」を加えたもの。

市町村国保は「国民健康保険実態調査」、後期高齢者医療制度は「後期高齢者医療制度被保険者実態調査」によるもので、それぞれ前年の所得である。
協会けんぽ、組合健保、共済組合については「加入者一人あたり保険料の賦課対象となる額」（標準報酬総額を加入者数で割ったもの）から給与所得控除に相当する額を除いた参考値である。

(※4) 被保険者一人あたりの金額を表す。
(※5) 加入者一人当たり保険料額は、市町村国保・後期高齢者医療制度は現年分保険料調定額、被用者保険は決算における保険料額を基に推計。保険料額に介護分は含まない。
(※6) 保険料負担率は、加入者一人当たり平均保険料を加入者一人当たり平均所得で除した額。
(※7) 介護納付金及び特定健診・特定保健指導、保険料軽減分等に対する負担金・補助金は含まれていない。

市町村国保 協会けんぽ 組合健保 共済組合 後期高齢者医療制度

保険者数
（平成24年3月末）

１，７１７ １ １，４４３
８５

（平成23年3月末）
４７

加入者数
（平成24年3月末）

３,５２０万人
（2,036万世帯）

３,４８８万人
被保険者1,963万人
被扶養者1,525万人

２,９５０万人
被保険者1,555万人
被扶養者1,395万人

９１９万人
被保険者452万人
被扶養者467万人

（平成23年3月末）

１,４７３万人

加入者平均年齢
(平成23年度) 

５０．０歳 ３６．３歳 ３４．１歳
３３．４歳

（平成22年度）
８１．９歳

65～74歳の割合
（平成23年度）

３１．３％
（平成22年度）

４．７％ ２．５％
１．６％

（平成22年度）
２．８％ (※2)

加入者一人当たり医療費
(平成23年度)

２９．９万円
（平成22年度）

１５．９万円 １４．２万円
１４．４万円
（平成22年度）

９１．８万円

加入者一人当たり
平均所得（※3) 

(平成23年度)

８４万円

一世帯あたり
１４５万円

（平成22年度）

１３７万円 １９８万円 ２２９万円

一世帯当たり（※4）
４６７万円

（平成22年度）

一世帯あたり（※4） 一世帯当たり（※4） ８０万円

２４２万円 ３７４万円

加入者一人当たり
平均保険料

(平成23年度)(※5)
<事業主負担込> 

８．１万円
一世帯あたり
１４．２万円
（平成22年度）

９．９万円 <19.7万円>

被保険者一人あたり
17.5万円 <35.0万円> 

１０.０万円 <22.1万円>

被保険者一人あたり
18.8万円 <41.7万円> 

１１．２万円<22.4万円>
被保険者一人あたり
22.7万円 <45.5万円>

（平成22年度）

６．３万円

保険料負担率(※6) ９．７％ ７．２％ ５．０％ ４．９％（平成22年度） ７．９％

公費負担
（定率分のみ）

給付費等の５０％ 給付費等の１６．４％
財政窮迫組合に対する

定額補助
なし

給付費等の約５０％

公費負担額(※7)  
(平成25年度予算ﾍﾞｰｽ)

３兆４,３９２億円 １兆２,１８６ 億円 １５億円 ６兆５,３４７億円
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医療保険財政の状況について

○ 無所得者・失業者・非正規労働者等の低所得者や、高齢者が多く加入するといった構造的な問題を抱え、市
町村の一般会計からの多額の法定外繰入れを要するなど、保険財政は恒常的に厳しい状況。
（平成23年度決算（速報値））
・法定外一般会計繰入（決算補填分）3,508億円（決算補填分以外を含む場合3,903億円）
・前年度繰上充用 1,527億円

市町村国保

○ 平成25年度は、4,573億円の赤字見込み。高齢者医療制度創設以降、6年連続で3,000億円を超える赤字。
全1,443組合の8割超の1,187組合が赤字。平均保険料率は、8.31％（24年度）から8.64％（25年度）へ引上げ。
（平成25年度予算早期集計）

○ リーマンショックによる被保険者の報酬の下落等により、平成21年度に4,893億円の単年度収支赤字が発生
（これまでの積立金を取り崩してもなお約3,179億円の累積赤字） 。
保険料を引き上げるとともに（8.2％→9.34％（22年度）→9.5％（23年度）→ 10.0％（24年度））、22年度

から3年間、以下の財政再建の特例措置を実施。
①国庫補助率の引上げ（13％→16.4％）
②後期高齢者支援金（１／３）への総報酬割の導入
③単年度収支均衡原則の緩和（平成21年度末の累積債務を３年間で解消）

組合健保

協会けんぽ

○ 2年を一期とする財政運営を行っている。平成20・21年度の財政運営期間における合計収支差（約1,900億
円）は、保険料上昇抑制のために、財政安定化基金とあわせて活用し、平均保険料の伸びを
０にまで抑制したが、22・23年度の財政運営期間では、剰余金は合計で約1,094億円となった。
その結果、24・25年度の保険料は、実質４年分の伸びを反映して全国平均で月額5,561円となる見込み。

後期高齢者医療

2
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平成２５年度の組合予算における財政状況（平成25年4月22日健康保険組合連合会公表）

・平成２５年度は４，５７３億円の赤字
・赤字組合は全組合の８割超
・平均保険料率は、８３．１‰（24年度）→ ８６．４‰（25年度）に上昇
・保険料率を引き上げた組合は、３年連続で全組合の約４割
・協会けんぽの平均保険料率（100‰）以上の組合は185組合

-3,999

1,397
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H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

経常収支状況と保険料率引き上げ組合数の推移

経常収支差引額 料率引上組合数

14年度の制度改正で、総報酬制の導入、
高齢者医療費の給付対象年齢および公費
負担割合の段階的引き上げの影響によ
り、15年～19年は黒字となった。

（億円） （組合数）

(注）平成14～23年度までは決算、平成24～25年度は予算の数値である。

健康保険組合の財政状況
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○ 平成15年度から総報酬制（賞与も保険料算定の基礎とする）の導入とともに、中小企業の経営環境の悪化等に伴い、協会け

んぽと健保組合の保険料率の差も拡大。

【出典】健康保険組合の保険料率（調整保険料率含む）は、「組合決算概況報告」、「平成22年度健保組合決算見込の概要」
及び「平成23年度健康保険組合の予算早期集計について」による。

（%）

協会けんぽと健保組合の保険料率の推移

（年度）

協会けんぽ（平均）

健保組合（平均）
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8.6 8.6
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2.36倍

1.54倍

1.27倍

1.12倍
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現行の高齢者医療制度
制度の概要

○ 高齢化に伴う医療費の増大が見込まれる中で、高齢世代と若年世代の負担の明確化等を図る観点から、75歳以上の高齢者等を対象とした後期
高齢者医療制度を平成20年４月から施行。

○ 併せて、65歳～74歳の高齢者の偏在による保険者間の負担の不均衡を調整するため、保険者間の財政調整の仕組みを導入。

後期高齢者医療制度の仕組み

＜対象者数＞

７５歳以上の高齢者 約１,５００万人

＜後期高齢者医療費＞

１５.０兆円（平成２５年度予算案ベース）
給付費 １３.８兆円
患者負担 １.２兆円

＜保険料額（平成24・25年度見込）＞
全国平均 約５,５６０円／月
※ 基礎年金のみを受給されている方は

約３６０円／月

※その他、保険料軽減措置や高額医療費の支援等の公費 0.5兆円

被保険者

（７５歳以上の者）

各医療保険（健保、国保等）の被保険者

（０～７４歳）

【全市町村が加入する広域連合】

医療保険者
健保組合、国保など

保険料

＜交付＞
社会保険診療
報酬支払基金

患者

負担

公費（約５割）6.6兆円
〔国：都道府県：市町村＝４.４兆円：１.１兆円：１.１兆円＝４：１：１〕

高齢者の保険料 １.０兆円
約１割[軽減措置等で実質約7％程度]

後期高齢者支援金（若年者の保険料） ５．８兆円
約４割

保険給付

＜支援金内訳＞
協会けんぽ １.９兆円
健保組合 １.８兆円
共済組合 ０.６兆円
市町村国保等 １.６兆円

＜納付＞
年金から
天引き

口座振替・
銀行振込等

前期高齢者に係る財政調整の仕組み

＜対象者数＞
６５～７４歳の高齢者
約1,500万人

＜前期高齢者給付費＞
6.1兆円

（平成25年度予算案ベース）

市町村国保等

5.1兆円
協会けんぽ

健保組合
０.３兆円

１７％

0.7兆円

３７％ ６３％

共済
０.５兆円
(900万人)

健保組合協会けんぽ市町村国保等

2.3兆円（3,800万人） 1.9兆円（3,400万人） 1.5兆円（2,900万人）

共済
0.1兆円

８３％【調整前】

【調整後】

納付金 協会けんぽ １.２兆円、健保 １.２兆円、共済 ０.５兆円

交付金 市町村国保等２.９兆円

７５歳未満の加入者数
に応じて負担

健保組合
0.3兆円
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29029円

被用者保険の収入や保険料の現状

6875 6815 
6628 

7371 7378 7426 7517 
7716 7629 

7320 7150 
6962 6839 

6589 
6337 

6759 6687 6541 

8061 8096 8221 8383 
8652 8720 

8270 8170 
7970 7859 

7609 
7276 

6000

6500

7000

7500

8000

8500

9000

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 25年度 27年度 32年度 37年度

協会けんぽ（政管健保） 健康保険組合

19.7 19.5 19.1 19.0 19.1 19.2 19.6 19.9 19.8 19.6 19.6 
19.1 18.7 

18.0 
17.2 

15.4 15.2 15.0 14.8 14.8 15.0 15.4 15.8 16.0 15.8 15.7 
15.2 14.9 

14.2 
13.6 

13

14

15

16

17

18

19

20

21

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 25年度 27年度 32年度 37年度

協会けんぽ（政管健保） 健康保険組合（百万人）
（百億円）

※ 21年度は決算見込ベース。22年度は予算ベース。
※ 25年度以降の見通しは、第11回高齢者医療制度改革会議（平成22年10月25日）で公表した試算

（１）近年、被保険者数は減少しており、今後も減少する見通し。 （２）近年、標準報酬総額は減少しており、今後も減少する見通し。

※ 平均保険料月額：平均標準報酬月額×（12＋平均賞与月数）÷12×保険料率
※ 平成23年度は当初予算ベースの値。
※ 保険料率8.5％→8.2％は総報酬制の導入により実質は0.7％増。

（４）協会けんぽでは、保険料率・平均保険料月額が急激に上がってい
る。

※ 22年度は予算ベース。
※ 25年度以降の見通しは、第11回高齢者医療制度改革会議（平成22年10月25日）で公表した試算

○ 被用者保険では、経済情勢や人口構造、雇用環境の変化等により、被保険者数や所得が減少。一方、医療費の増加や高齢者医療
費の拠出金等の負担増などにより、保険給付費や保険料は上昇しており、厳しい財政状況にある。
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9.80

22000

23000

24000

25000
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30000

平成12年度 平成17年度 平成23年度

保険料率

平均保険料月額

（円）
（％）

24624円

26313円

8.50%
8.20%

9.50%

32.2%

33.8%33.5%33.0%
34.2%

35.2%35.5%
36.4%

37.3%

40.1%

42.6%

41.1%

42.8%
44.3% 44.7%

42.4%

40.2% 40.6%

42.1%

45.8%

44.8%

43.0%

44.5%

30%

40%

50%

H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10H11H12H13H14H15H16H17H18H19H20H21H22H23

（３）保険料の引上げ等の財政改善の努力にもかかわらず、高齢者医療費
の拠出金等は、健康保険組合の支出全体の５０％近くにまで達してお
り、保険者の財政運営の重い負担となっている。

健保組合全体の支出※に占める高齢
者医療費の拠出金等の割合

※支出＝法定給付費＋前期高齢者納付金＋後期高齢者支援金（19年度以前は退職者給付拠出金、老人
保健拠出金。なお、20年度以降も、これらの経過措置分を含む）

注：22年度は予算ベース、23年度は予算早期集計ベース
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＜平成22～24年＞

･国庫補助率16.4％へ引き上げ

･後期高齢者支援金の1/3

総報酬割

今回の法改正による協会けんぽの保険料率の見通し
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（億円） （％）

（年度）

準備金

単年度収支差

保険料率

○ 協会けんぽの財政対策として、平成２５年度及び平成２６年度は

① 国庫補助率を１３％から１６．４％に引き上げる

② 後期高齢者支援金の３分の１に総報酬割を導入する
を引き続き実施する。

③ 加えて、協会けんぽの準備金を取り崩すことを可能とする。

（参考）協会けんぽの保険料率の推移：

８.２％（21年度）→ ９.３４％（22年度）→ ９.５％（23年度）→ １０.０％（24年度）→ １０.０％（25年度）

特例措置により２年間は、

平成24年度と同様の保険料率

10.0％に維持することが可能

準備金を取り崩すことを可能とする

特例措置に加えて、協会も

保険料率を大幅に引き上げた。

＜平成25・26年度＞

･同左

･同左
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市町村国保の単年度収支・法定外一般会計繰入額の推移

億円

○ 単年度の収支は恒常的に赤字傾向にあり、決算補てん等のための一般会計繰入金は増加傾向にある。

（出所） 国民健康保険事業年報（保険局調査課）、国民健康保険事業実施状況報告書（保険局国民健康保険課）
（注１） 「決算補てん等のための一般会計繰入金」とは、「一般会計繰入金（法定外）」のうち決算補てん等を目的とした額。

平成21年度から東京都の特別区財政調整交付金のうち決算補てん目的のものを含む。
（注２） 単年度収支差引額は各年度いずれも赤字額。

2,576 
2,413 

2,556 

2,585 

3,153 

3,583 

3,508 
3,697 

3,343 3,620 

2,384 

3,250 

3,900 

3,022 

 -

 500

 1,000

 1,500

 2,000

 2,500

 3,000

 3,500

 4,000

 4,500

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

決算補填等のための一般会計繰入金 単年度収支差引額（赤字額）
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市町村国保における、
法定外一般会計繰入れ（決算補填目的等）及び前年度繰上充用に関する保険者の状況

一般会計繰入（決算補填目的等）
又は繰上充用を行っている保険者 いずれも行っていない保険者 全国

対象保険者数 1061保険者 656保険者 1717保険者

一人あたり保険料調定額 9.0万円 8.5万円 9.0万円

一人あたり旧ただし書所得 64.9万円 50.9万円 62.8万円

保険料調定額
／旧ただし書き所得

（保険料負担率）
13.9％ 16.8％ 14.3％

（注１）保険料調定額は、平成23年度事業年報（速報）を基に作成している。
（注２）保険料調定額は介護保険分を含んでいる。
（注３）「旧ただし書き所得」は、平成23年度国民健康保険事業実態調査報告（保険者票）を基に作成している。
（注４）「旧ただし書き所得」は、総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分して計算される所得の金額から基礎控除を除いた金額。
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～昭和４７年 

１２月 
昭和４８年１月～ 昭和５８年２月～ 平成９年９月～ 平成１３年１月～ 

平成１４年 

１０月～ 

平成１５年 

４月～ 

平成１８年 

１０月～ 
平成２０年４月～ 

老人医療費 

支給制度前 

高

齢

者 

老人医療費支給制度

（老人福祉法） 
老人保健制度 

７
５
歳
以
上 

後期高齢者 

医療制度 

国 

保 
３割 

なし 

入院３００円/日 

 

外来４００円/月 

 

 

→１，０００円/日 

 

→  ５００円/日 

（月４回まで） 

＋薬剤一部負担 

定率１割負担 

(月額上限付き) 

＊診療所は 

定額制を選択可 

薬剤一部負担の廃止 

高額医療費創設 

定率１割負担 

(現役並み所得者２割) 

定率１割負担 

(現役並み 

所得者３割) 

１割負担 

(現役並み所得者３割） 

被

用

者 

本 

人 

定額

負担 

７
０
～
７
４
歳 

２割負担 

(現役並み所得者３割) 

 

※１割に凍結中 

若 

 

人 

国 保 
３割 

高額療養費創設(Ｓ４８～) 

 

入院３割 

外来３割＋薬剤一部負担 

 
３割 

 

薬剤一部負担の 

廃止 

３割 

７
０
歳
未
満 

３割 

(義務教育就学前 2割) 
被

用

者 

家 

族 

５割 

被用者 

本 人 

定額      → １割(Ｓ５９～) 

高額療養費創設 

 

入院２割 

外来２割＋薬剤一部負担 

 

被用者 

家 族 

３割(Ｓ４８～)→入院２割(Ｓ５６～) 

高額療養費創設   外来３割(Ｓ４８～)    

入院２割 

外来３割＋薬剤一部負担 

（注）・昭和 59 年に特定療養費制度を創設。将来の保険導入の必要性等の観点から、従来、保険診療との併用が認められなかった療養について、先進的な医療技

術等にも対象を拡大し、平成 18 年に保険外併用療養費制度として再構成。 

・平成 6年 10月に入院時食事療養費制度創設、平成 18年 10月に入院時生活療養費制度創設 

・平成 14年 10月から 3歳未満の乳幼児は 2割負担に軽減、平成 20年 4月から義務教育就学前へ範囲を拡大 

医療保険制度における患者負担の推移

12 / 20



70～74歳の患者負担特例措置の見直し（24補正1,898億円）

※ 現役並み所得者
国保世帯：課税所得145万円以上の70歳以上の被保険者がいる世帯、被用者保険：標準報酬月額28万円以上の70歳以上の被保険者及びその被扶養者
(ただし、世帯の70歳以上の被保険者全員の収入の合計額が520万円未満(70歳以上の被保険者が1人の場合は383万円未満)の場合は除く)

７０歳

【１割】

【３割】

７５歳

【１割】

【２割】

【２割→１割】
（予算措置

で凍結）

【３割】

【１割】

【２割】

【３割】

70歳に到達する
者から段階的に
２割負担

＜現状＞

【２割(法定)
→１割】

（予算措置
で凍結中）

法定の形

【１割】

【２割】

【１割】

【３割】

【１割】

【２割】

【１割】

【３割】

【１割】

【２割】

【１割】

【３割】

＜見直し案＞

１年目

（約600万人）

【
３
割
】

【
３
割
】

【
３
割
】

【
３
割
】

【
３
割
】

【
３
割
】

【
３
割
】

【
３
割
】

【
３
割
】

【
３
割
】

【
３
割
】

【
３
割
】

２年目 ３年目 ４年目 ５年目一般・低所得者
現役並み
所得者※

○ 70～74歳の者の患者負担は、現在、２割負担と法定されている中で、平成20年度から毎年度、約２千億円の予算措置により１割負担
に凍結している。

○高齢者医療制度改革会議 最終とりまとめ（平成22年12月20日） －抄－
「新たな制度の施行日以後、70歳に到達する方から段階的に本来の2割負担とする」

⇒ 個人で見た場合、負担が増える人が出ないような方法

○日本経済再生に向けた緊急経済対策（平成25年１月11日閣議決定） －抄－
「70～74歳の医療費自己負担については、当面、１割負担を継続する措置を講じるが、本措置の在り方については、世代間の公平や
高齢者に与える影響等について、低所得者対策等とあわせて引き続き検討し、早期に結論を得る。」
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「データヘルス」の背景

特定健診結果･･･平成20年より統一データ 40歳以上
レ セ プ ト ･･･平成18年 段階的に電子化を義務づけ (現在92%) ともに保険者へ

データ分析に基づく保健事業（データ・ヘルス）の基盤ができた

しかし
・ 保険者の多くの意識は、依然として財政管理中心。
・ ただし、一部で、パーツごとに、データ分析を活用した保健事業の先進事例が現れ始めた。
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普及率

電子レセプト請求普及状況（件数ベース） 【平成25年2月請求分】

オンライン ６９．６％

電子レセプト ９２．１％

９９．９％

９９．８％

９５．５％

５４．１％

９９．９％

オンライン

電子媒体

紙

総 計

400床以上

医科計

診療所
3,309万件

病
院

病院計医

科

400床未満

1,075万件

歯科

調剤

926万件

2,572万件

９９．９％

4,384万件

社会保険診療報酬支払基金調べ

電子媒体

２２．４％

紙レセプト
７．９％

９４．０％
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100.0%
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率

医療機関のレセプト電子化の推移（レセプト件数ベース）

医科（病院）

医科（診療所）

歯科

調剤

請求月

99.9%

76.0%

40.7%

99.9%

4.6%0.0%

94.0%

85.8%

98.6%

86.7%

62.9%

25.0%

99.9%

97.9%調剤 医科（病院）

歯科

医科（診療所）

54.1%

99.9%

99.4%

91.0%

31.5% 原則電子化時期

医科病院：２２．１請求分～

調 剤：２２．１請求分～

医科診療所：２２．８請求分～

歯科診療所：２３．５請求分～

99.9%

99.9%

93.0%

46.4%
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データヘルスの推進に関する政府の方針

1

○健康・医療戦略：（平成２５年６月１４日 閣議決定）

保険者によるレセプト等データの分析・利用が全国展開されるよう国による支援や指導を
行うことを検討する。具体的には、①加入者の健康づくりや予防活動の促進が保険者の本
来業務であることを周知、②医療費分析システム利用を促進するとともに、医療費分析に
基づく事業に関して国が定める指針の内容を充実させる等により、保険者の取組を促進す
る。被用者保険に関しては、「健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指針」を今
年度中に改訂し、平成26年度中には、全ての健康保険組合に対しレセプト等のデータの

分析、それに基づく事業計画「データヘルス計画（仮称）」の作成・公表、事業実施、評価等
の取組を求める。

○日本再興戦略：（平成２５年６月１４日 閣議決定）

健康保険法等に基づく厚生労働大臣指針（告示）を今年度中に改正し、全ての健康保険
組合に対し、レセプト等のデータの分析、それに基づく加入者の健康保持増進のための事
業計画として「データヘルス計画（仮称）」の作成・公表、事業実施、評価等の取組を求める
とともに、市町村国保が同様の取組を行うことを推進する。
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被用者保険における理想的な保健事業のイメージ

人材投入

連携

保健事業対応保険料の
投入

被保険者・被扶養者 保険者（健保組合）事業主

（主な役割）
・健保組合の

意義の確認
・連携の方針
・人材・財源の投入

（主な役割）

・ミッションの確認

・被保険者、事業主への報告・説明

・費用調達（スクラップ＆ビルド、その他）

･情報管理

・ＰＤＣＡサイクルによる事業実施

① データ分析
② 成果目標の設定
③ ①に基づく、費用対効果の高い保健事業の

企画立案、実施
・特定健診、特定保健指導
・特定以外の健診、保健指導
・その他被保険者・被扶養者の役に立つ事業

④ 途中経過及び結果の説明・報告
⑤ コンプライアンス

企画立案の受託事業
者

（主な役割）

・データ分析に基づく企画
立案、進行管理など

保健指導実施の受託事
業者

（主な役割）
・費用対効果の達成
・目標と評価方法の設定

外部の専門事業者
の活用可能 ↓

事業者を活用する場
合は、選定及び監督
の責任

２０１３．２
厚生労働省保険課
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ジェネリック医薬品軽減額通知の内容（呉市国保の例）

◆「軽減額通知」の受取り経験のある患
者のうち約半数（４８．３％）の患者が、
ジェネリック医薬品に変更した、と回答。

◆一方で、「軽減額通知」の受取り経験
のある患者は、全体の10.4％に留まる。

費用対効果
（呉市の場合：平成22年度）

①費用 約 37,400千円
②費用削減効果 約111,300千円

費用対効果（①－②） 約 73,900千円

参考：中医協の検証調査結果
（全国調査）
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◆概要
全国の支部において、平成22年1月から6月にかけて、加入者（約3,500万人）のうち、次の条件に該当した約

145万人の方に対して、ジェネリック医薬品に切り替えた場合の自己負担の軽減可能額や先発医薬品の処方の
内容（1ヶ月分）を下表のとおりお知らせした。

・40歳以上の方
・平成21年8月又は9月診療分のレセプトを分析して、自己負担の軽減可能額が一定額以上の方

◆ジェネリック医薬品への切り替えによる医療費の軽減額について
平成22年1月～6月にジェネリック軽減額通知を送付した全国の医療費の軽減額の合計は、以下のとおり。

軽減額（平成22年1月～6月通知分）

※約5億8,000万円のうち、自己負担分（3割）は約1億7,400万円、保険給付分（7割）は約4憶600万円

協会けんぽによる「ジェネリック軽減額通知」（平成22年1月～6月）

１ヶ月 単純に1年間に換算（12倍）した場合

約5億8,000万円（※） 約69億6,000万円（推計）

200～299円 300～399円 400～499円 500～999円 1000円以上 計

40～49歳 19.5％ 20.6％ 22.0％ 23.6％ 25.2％ 22.1％

50～59歳 22.8％ 23.6％ 24.5％ 26.2％ 27.9％ 25.1％

60～69歳 24.9％ 25.9％ 26.7％ 28.1％ 30.0％ 27.5％

70～74歳 30.2％ 31.7％ 31.4％ 32.0％ 33.2％ 31.6％

計 23.7％ 24.7％ 25.6％ 27.1％ 29.0％ 26.2％

◆軽減可能額・年齢階層別の切り替え割合

年齢が高くなるほど切り替えの割合は高くなっている。
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